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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文では、核兵器国と軍事的な同盟関係を有していることから、核の拡大抑止を享受しながらも、核軍縮問題に
積極的に関与する非核兵器国に注目し、その核軍縮政策を分析する。そこで、本論文では、事例としてオーストラリ
アを取り上げ、その核軍縮政策について考察する。なぜならば、オーストラリアは、1951 年にアメリカ、ニュージ
ーランドと安全保障条約、いわゆるアンザス条約（Security Treaty between Australia, New Zealand, and the United 
States of America, ANZUS 条約）を締結したが、その一方で核軍縮についても積極的に関与する傾向を示している
からである。 
 本論文の目的は、次に挙げる２つの問いについて検討することである。第１の問いは、アメリカの核の拡大抑止を
享受している非核兵器国、オーストラリアがなぜ核軍縮問題に積極的に関与するようになったか、ということである。
第２の問いは、オーストラリアが核軍縮分野において、どのような役割を果たしてきたのか、ということである。こ
の２点について検討するために、オーストラリアが非核兵器国として NPT 締約国になって以来、特に当該問題で顕
著な成果を挙げている 1980 年代～1990 年代にかけて政権を担当した、ホーク（Bob Hawke、1983 年～1991 年）及
びキーティング（Paul Keating、1991 年～1996 年）労働党政権に注目し、これらの政権がなぜ核軍縮に関与したの
か、そしてどのような役割を果たすことで、核軍縮分野において成果を生み出したかについて考察する。 
 本論文では、核軍縮分野で顕著な成果をあげた事例として、ホーク労働党政権と南太平洋非核地帯（SPNFZ）条約
形成過程（1983 年～1985 年）、キーティング政権と包括的核実験禁止条約（CTBT）形成過程（1993 年～1996 年）
について取り上げる。この他に、オーストラリアが初めて核軍縮問題についてどのように対応するか公にその姿勢を
求められた事例である、ゴートン（John Grey Gorton）自由・地方党連立政権（1968 年～1971 年）による核不拡散
条約（NPT）署名決定過程（1970 年）についても取り上げ、同国の核軍縮政策を通史的に検討する。 
 オーストラリアの核軍縮政策を通史的に分析することによって、ゴートン政権による NPT 署名後、核軍縮問題に
関して国内で超党派的支持が醸成され、同国が核軍縮を推進する政策を取る土壌が生まれた。さらに、ホーク政権、
キーティング政権が登場し、より核軍縮問題に対して、積極的に関与するようになった背景には、利益認識の変化や
外相のリーダーシップが存在し、多国間交渉では、牽引役や仲介役を務めることによって、条約成立に貢献したこと
を明らかにした。 
― 776 ― 
 オーストラリアの核軍縮政策は、アンザス同盟の範囲内での独自性の追求であった。独自性の追求とは、単純にア
ンザス同盟に対抗するといったことを意味するものではなく、同盟を維持しながらいかに自国の利益を追求するかと
いうことである。実際、ホーク政権の SPNFZ へのイニシアチブのように、同盟崩壊を回避する手段として核軍縮問
題に関与した例もあった。つまり、本研究では、オーストラリアを取り上げることによって、同盟維持と核軍縮への
関与との両立を可能にした例を示すことができたと言えよう。また、戦後オーストラリアにおいて、徐々に核軍縮問
題への関与を支持する超党派的土壌が生まれ、現在に至ってはそれが定着していることを最後に指摘しておきたい。
それは、政権担当政党が、労働党ではなく、保守系政党であっても継続されており、今後もそれが維持されることが
予想される。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 「オーストラリアの核軍縮政策－ホーク＝キーティング労働党政権を中心に」と題する本論文は、米国と同盟関係
にあり核の拡大抑止を享受しながらも核軍縮問題に積極的に関与するオーストラリアを取り上げ、オーストラリアの
核軍縮政策を通史的に分析しつつ、なぜオーストラリアが核軍縮に積極的に関与するようになったのか、またオース
トラリアは核軍縮の分野でどのような役割を果たしてきたかを明らかにすることを、目的としたものである。 
 第１章では、核不拡散条約（NPT）への署名決定過程の検討として、ゴートン自由・地方党連立政権における核政
策を分析し、当初署名を留保していた政権が署名決断になぜ至ったかを考察し、原子力平和利用に関する国際環境要
因の変化による国内の NPT 反対派の態度変更が主要な要因であると結論する。 
 第２章では、南太平洋非核地帯条約の設立過程の検討としてホーク政権の核軍縮政策を取り上げ、南太平洋諸国の
反核の高まりなど地域アクターの非核化への動きと、労働党左派を中心に国内アクターの非核化への動きを背景とし
て条約へのイニシアチブを発揮し、地域大国として、交渉過程の設定および交渉内容の設定といった中心的役割を果
たしたとしつつ、それは自国の安全保障への考慮だけでなく、地域的な懸念の解消を目的としたもので、同時にアン
ザス同盟にも配慮したものでもあり、米国の利益とともに南太平洋の地域的安全保障に貢献したものと分析する。 
 第３章では、包括的核実験禁止条約（CTBT）の形成過程の検討として、キーティング労働党政権の核軍縮政策を
取り上げ、フランス核実験などの国際アクターの行動および冷戦の終結などの国際環境要因の変化など背景に、オー
ストラリアは CTBT に積極的に関与するが、そこにはエバンス外相の存在や国内の超党派的支持があり、オーストラ
リアは、交渉環境の調整および交渉内容の調整に重要な役割を果たしたと分析する。 
 第４章では、オーストラリア核軍縮政策の分析として、特にホーク＝キーティング政権につき、国内アクターとし
ての内閣と官僚が核軍縮を支持し、超党派的政策となり、世論の支持も得られたこと、さらに外務大臣による政治的
リーダーシップが要因となっていると分析する。両政権の差異につき、冷戦期と冷戦後という国際環境の違いととも
に、前者は南太平洋非核地帯条約形成につき牽引役を務め、後者は CTBT 交渉の仲介者の役割を果たしたとし、その
政策を支える国内体制として、条約交渉過程におけるアイデア提供能力や検証など技術支援能力の保有や、国内研究
体制の整備を挙げる。 
 終章では、結論として、オーストラリアの核軍縮政策は、同盟と核軍縮の両立、超党派的政策、多国間枠組みでの
貢献を基礎としており、日本もそこから教訓を引き出すべきであるとする。 
 本稿は、オーストラリアの核軍縮政策の包括的研究であるとともに、国際関係において非核兵器国が核軍縮に関し
て大きな役割を果たせることを、さまざまな要因分析を通じて明らかにするものであり、国際関係理論の分析として
も有益であり、学界に対する大きな貢献となっている。審査委員会は本論文は博士（国際公共政策）の学位を授与す
るに値するものであると一致して認定した。 
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